
平成29年度事務事業実績評価表
１ 事業概要 課名 選挙管理委員会事務局 事業No. 55

事務事業名 選挙啓発事業
会計 一般会計

事業区分 政策 実施区分 継続
開始  終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
   
   
   

分野別計画
  
  
  

法令・例規等
○ 公職選挙法
 政治資金規正法
  

事業目的
対象 市民（有権者）

意図 市民一人ひとりが一票の重みを認識し、豊かな政治意識を備え、主権者としての自覚をもって進んで投票するとともに、明るい選挙
の実現と投票率の向上を図る。

２ 事業内容

29年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
明るい選挙推進協議会と連携しながら、将来を担う若年層を
中心とした市民の政治意識や選挙に対する関心の向上を図り
、選挙が公正かつ適正に行われるようあらゆる機会に中立的
な情報提供や啓発活動を実施しました。

新有権者に対する啓発 49
明るい選挙啓発ポスターコンクール 69
新成人に対する啓発 30
明るい選挙啓発研修会 69
選挙啓発資料経費 166
  
  
  
  
  
その他の経費 23

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位 平成28年度
実績

平成29年度
実績

平成30年度
実績

平成31年度
実績

平成32年度
実績

小中学生の明るい選挙啓発ポスター応募数 点 611 392    
短大生の明るい選挙推進協議会活動の参加者数 人 4 7    
高校生・短大生への選挙啓発回数 回 3 6    
一般有権者に向けた明るい選挙啓発回数 回 43 44    
市議会選挙における選挙啓発回数 回  20    
衆議院議員選挙における選挙啓発回数 回  21    

       
       

29年度
決算

(千円)

予算額 647 特定財源内訳及び補足事項
決算額 406  

財源の
状況

国庫支出金 0
県支出金 0
地方債 0
その他 0
一般財源 406

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計 款 項 目

大
事
業

中
事
業

予算額 決算額 中事業名(科目名称)

1 1 2 4 2 10 1 647 406 選挙啓発費

2          

3          

4          

5          

6          

7          

振返り課題認識

・投票率の動向については選挙時の政治情勢等様々な要因が起因している。
・若者の政治参加を図ることを目的に選挙権年齢が18歳以上に引き下げられたなかで、全国的に投票率が低下傾向にあり、
特に若年層の投票率は低い傾向にあります。衆議院選挙の投票結果では、高校生の投票率は高いが10代と20代前半の投票率
が低かったことから、引き続き若年層の政治や選挙に対する関心を高めていく必要があります。

上記の課題解決
のための有効策

　選挙に関する意識啓発では、平時における常時啓発と選挙時啓発を繰り返し継続していく必要があります。特に将来を担
う若者に対する政治意識や選挙に対する関心の向上を図るため、高校生・短大生をはじめ小中学生を対象とした取組として
いきます。

次年度に向けて
の取り組み

　明るい選挙推進協議会と連携しながら、市民の政治活動や選挙に対する関心の向上を図り、選挙が公正かつ適正に行われ
るようあらゆる機会に中立的な情報提供や啓発活動に取り組みます。特に将来を担う若年層を中心に高校・短大での出前授
業や模擬選挙を、小中学生向けに明るい選挙啓発ポスター事業等の啓発活動を実施します。
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